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平成２４年(ヲ)第１７１５号 間接強制申立事件

債権者 特定非営利活動法人消費者支援機構関西

債務者 株 式 会 社 明 来

申立書補充書
２０１３年１月 日

大阪地方裁判所第１４民事部間接強制係 御中

債権者代理人

弁護士 増 田 尚

同 上

弁護士 岡 本 英 子

同 上

弁護士 平 尾 嘉 晃

同 上

弁護士 松 尾 善 紀

同 上

弁護士 五 條 操

第１ 申立ての趣旨の変更

間接強制申立書に記載した申立ての趣旨第２項を以下のとおり変更する。

２ 本決定送達の日以降、債務者が前項記載の義務に違反し、前項記載の

意思表示を行ったときは、債務者は、債権者に対し、違反行為をした回

数１回につき金５０万円の割合による金員を支払え。
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第２ 違約金の額の相当性

債務者は、不動産管理等を行うことを業とする株式会社である。

債務者は、１９９９（平成１１）年４月に設立され、資本金１億２６１７万

５００円（甲３、４）である。

自社ウェブサイトによれば、役員・従業員数は計３０名である（甲４）。ま

た、週刊全国賃貸住宅新聞の「全国有力管理会社データブック」によれば、２

００９（平成２１）年３月現在の賃貸住宅管理戸数は７９４０戸である（甲

５）。売上高は、２０１１（平成２３）年１０月期は、３４億６３３２万７０

００円で、大阪府下の同業種３５４２社中７２位である（甲３）。また、同期

利益は、５２１万６０００円である（甲３）

このように、債務者は、府内でも有数の不動産管理業者（サブリース業者）

であり、８０００戸近い賃貸物件を管理し、３億円を超す売上を誇っている。

このような債務者の規模、資本、利益等からすれば、間接強制の実効性を確保

するためには、違反行為１回ごとに５０万円の違約金を支払わせるのが相当で

ある。

疎 明 資 料

甲第３号証 東京商工リサーチ企業情報

甲第４号証 会社案内（債務者ウェブサイト）

甲第５号証 週刊全国賃貸住宅新聞全国有力管理会社データブック


